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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１端部及び第２端部を有するハウジングと、
　前記ハウジングの前記第１端部から処理用流体まで延設された電極と、
　前記ハウジング内において前記電極の周囲に配設された保持部材と、
　前記ハウジングの前記第１端部と前記ハウジングの前記第２端部との間の空間に充填さ
れることにより、前記電極が前記処理用流体から圧力を受けたときに、前記電極の変位を
抑制する充填材と、
　前記ハウジングの前記第２端部に設けられ、前記ハウジングに対して前記電極及び前記
保持部材を所定位置に保持するキャップと
　を備えることを特徴とする電極組立体。
【請求項２】
　前記充填材は、３０００ｐｓｉ（２０．７ＭＰａ）を超える圧力を受けたときに前記電
極の変位を抑制可能な、応力変形への耐性を有することを特徴とする請求項１に記載の電
極組立体。
【請求項３】
　前記充填材は、６０００ｐｓｉ（４１．４ＭＰａ）を超える圧力を受けたときに前記電
極の変位を抑制可能な、応力変形への耐性を有することを特徴とする請求項１に記載の電
極組立体。
【請求項４】
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　前記保持部材は導電材料からなり、前記電極と前記ハウジングの前記第２端部に設けら
れた外部接続部材との電気的接続を行うことを特徴とする請求項１に記載の電極組立体。
【請求項５】
　前記保持部材と前記ハウジングとの間において前記保持部材の周囲に配設された絶縁部
材を更に備えることを特徴とする請求項４に記載の電極組立体。
【請求項６】
　前記処理用流体の周囲に設けられるライナと、前記ライナの周囲に設けられる導管部と
を更に備え、前記電極は、前記ハウジングの前記第１端部から、前記ライナ及び前記導管
部を貫通して前記処理用流体まで延設されていることを特徴とする請求項１に記載の電極
組立体。
【請求項７】
　前記処理用流体の流れを横切る磁界を生成することにより前記電極に起電力を誘起する
コイルを更に備えることを特徴とする請求項６に記載の電極組立体。
【請求項８】
　前記起電力に相関する処理用流体の出力信号を生成するプロセッサを更に備えることを
特徴とする請求項７に記載の電極組立体。
【請求項９】
　前記プロセッサのための伝送ユニットハウジングを更に備え、前記伝送ユニットハウジ
ングは前記導管部に取り付けられていることを特徴とする請求項８に記載の電極組立体。
【請求項１０】
　導管部と、
　前記導管部を横切る磁界を生成する磁界発生源と、
　前記磁界を通過する処理用流体によって誘起される起電力を検出する電極組立体とを備
え、
　前記電極組立体は、
　前記導管部を貫通して前記処理用流体まで延設される電極と、
　前記導管部の外側において、前記電極の周囲に同軸状に配設されるハウジングと、
　前記ハウジングの内側において、前記電極の周囲に同軸状に配設される保持部材と、
　前記保持部材及び前記電極を前記ハウジングに対して所定位置に保持するキャップと、
　前記ハウジング内の空間に充填される充填材と
　を備えることを特徴とする流量計。
【請求項１１】
　前記充填材は、前記流量計が６０００ｐｓｉ（４１．４ＭＰａ）を超える処理用圧力に
おいて機能するように前記電極組立体における圧縮応力を制限することを特徴とする請求
項１０に記載の流量計。
【請求項１２】
　前記充填材は、前記流量計が１００００ｐｓｉ（６８．９ＭＰａ）を超える処理用圧力
において機能するように前記電極組立体における圧縮応力を制限することを特徴とする請
求項１０に記載の流量計。
【請求項１３】
　前記ハウジングに配設された外部接続部材を更に備え、前記保持部材は前記電極と前記
外部接続部材との電気的接続を行うことを特徴とする請求項１０に記載の流量計。
【請求項１４】
　前記保持部材と前記ハウジングとの間における前記保持部材の周囲に同軸状に設けられ
た絶縁部材を更に備えることを特徴とする請求項１３に記載の流量計。
【請求項１５】
　前記起電力に相関した前記処理用流体を表す処理出力を送信する伝送ユニットを更に備
えることを特徴とする請求項１４に記載の流量計。
【請求項１６】
　処理用流体のための導管部と、
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　前記導管部と前記処理用流体との間に同軸状に介装されるライナと、
　前記処理用流体の流れを横切る起電力を誘起させるコイルと、
　前記起電力を検出する電極組立体とを備え、
　前記電極組立体は、
　ハウジングと、
　前記ハウジング内に同軸状に配設され、前記ハウジングの第１端部から前記導管部及び
前記ライナを貫通して前記処理用流体まで延設された電極と、
　前記電極と前記ハウジングとの間に配設される保持部材と、
　前記電極、前記保持部材及びハウジングの間の空間に設けられる充填材と、
　前記保持部材と前記ハウジングのと間に設けられる絶縁部材と、
　前記ハウジングの第２端部に設けられるキャップとを備え、
　前記キャップは、前記電極、前記保持部材及び前記絶縁部材を、前記ハウジングに対し
て所定位置に保持する
　ことを特徴とする電磁式流量計。
【請求項１７】
　前記充填材が前記空間に設けられることにより、前記電極組立体は、ＡＮＳＩ規格の圧
力クラス２５００＃に適合する流量計の応力耐性を有することを特徴とする請求項１６に
記載の電磁式流量計。
【請求項１８】
　前記起電力に相関する処理用流体の出力信号を生成するプロセッサを更に備えることを
特徴とする請求項１６に記載の電磁式流量計。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は全般的に流体処理に関するものであり、特に処理用流体の流量計測を行うため
の電磁式流量計に関する。具体的には、高い処理用圧力を受ける電磁式流量計用電極組立
体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　流量センサは、農業、環境管理、配水及び配気、食物及び飲料の調製、大量の流体貯蔵
及び搬送、化学薬品及び医薬品の製造、エネルギ及び炭化水素の生成製造、並びに熱可塑
性プラスチック、接着剤、樹脂、及びその他の流動性材料を用いた製造処理といった多岐
にわたる流体処理の適用において有用なものである。これらの適用において、最適な流量
計測技術は、処理用流体自体の特性だけではなく、適用される流体処理にも依存したもの
となる。
【０００３】
　標準的な流量計測技術には、機械的回転に相関させて流量を示すタービン流量計や、オ
リフィス板或いはその他の差圧発生部材を通過する際の圧力低下がベルヌーイの定理及び
その他の流速依存効果と関連付けられ、当該圧力低下に相関させて流量を示す差圧式装置
が含まれる。また、ピトー管も同様の原理に基づくものであり広く用いられている。更な
る技術として、熱伝導率に相関させて流量を示す質量流量計、ブラフボディを通過する際
の流れの剥離を用いる渦流量計、及び運動量に依存した振動の計測値に相関させて流量を
示すコリオリ流量計がある。
【０００４】
　電磁式流量計は、ファラデーの法則に相関させて流量を計測する点で上述した技術とは
相違しており、機械的現象や熱力学的現象ではなく、電磁的現象に依存したものとなって
いる。即ち、電磁式流量計は、導電性の処理用流体の流れを横切るように磁界を生成した
ときに誘起される起電力に相関させて流量を計測する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　従って、機械的なタービンや従来から用いられているセンサプローブ構造にはしばしば
不適合となるような汚染された研磨用流体または腐食性流体の場合や、差圧式装置が許容
を超す圧力低下を生じるような場合に、電磁式流量計が有効である。しかしながら、電磁
式流量計測は電磁誘導に依存するものであるため、多くの設計的課題をもたらすものでも
ある。即ち、ファラデーの法則の現象を生じさせるには流体が導電性を有する必要がある
上、短絡や漏洩を防止するために電極組立体が十分に絶縁されると共にシールされていな
ければならない。このことは、例えば水圧破砕や、炭化水素の抽出及び加工処理に関連す
る手法において、流量計が高い処理用圧力を受ける場合に特に当てはまるものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、処理用流体の流れを横切るように誘起される起電力を検出するための電極組
立体、及び当該電極組立体を用いた流量計に関するものである。電極組立体は、ハウジン
グ、電極、及び保持部材を備えている。ハウジングは第１端部と第２端部とを有する。電
極はハウジングの第１端部から処理流体まで延設されており、上記の起電力を検知する。
保持部材は、ハウジング内において電極の周囲に配設されている。ハウジング内の空間に
は充填材が設けられ、処理用流体から処理用圧力を受けたときに電極の変位を抑制する。
ハウジングの第２端部には、ハウジングに対して電極及び保持部材を所定位置に保持する
キャップが設けられる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】一体型伝送ユニットを有する電磁式流量計の概略側面図である。
【図２】伝送ユニットにおける具体的な構成要素の間の機能的関係を併せて示す、図１の
電磁式流量計の端面図である。
【図３】図１の電磁式流量計に用いる応力耐性を有した電極組立体の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　図１は、流量計本体１１を有し、一体型伝送ユニット２０と、高圧用の応力耐性を有し
た電極組立体３０とを備えた電磁式流量計１０の概略側面図である。流量計本体１１は、
ライナ１３と管継手１４とを有した導管部１２、伝送ユニット用マウント１６を有した流
量計ハウジング１５、コイル１７、並びに（実施の形態に応じ）電極用作業窓１８及びネ
ームプレートの一方または両方を備えている。導管部１２及びライナ１３は、破線或いは
隠線を用いた断面で示されている。コイル１７及び電極組立体３０は流量計本体１１の内
部にあり、破線を用いて概略形状が示されている。
【０００９】
　伝送ユニット２０は、伝送ユニット用マウント１６により流量計本体１１に取り付けら
れている。伝送ユニット２０は、伝送ユニットハウジング２１、端子ブロック２２、電子
回路／ローカルオペレータインタフェース（ＬＯＩ：Local Operator Interface）ユニッ
ト２３、端子カバー２４、及び配線管接続部２５を備えている。端子ブロック２２及びＬ
ＯＩユニット２３は、伝送ユニットハウジング２１の内部にあって、破線により概略形状
が示されている。
【００１０】
　実施の形態に応じ、伝送ユニット２０とは別体で流量計本体１１が電磁式流量計１０に
含まれるようにしてもよいし、流量計本体１１を一体型伝送ユニット２０と組み合わせた
状態で磁気流量計１０に含まれるようにしてもよい。例えば、図１に示すように、電磁式
流量計１０は流量計本体１１及び伝送ユニット２０の両方を含んでおり、伝送ユニット２
０が伝送ユニット用マウント１６を介して流量計本体１１に直接的に装着されている。本
実施形態において伝送ユニット用マウント１６は、伝送ユニット２０と流量計本体１１と
の間の電気的接続を行うための内部通路を有している。別の実施形態では、伝送ユニット
２０が分離して設けられ、外部で接続が行われるようになっている。
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【００１１】
　導管部１２は、流量計本体１１を貫通して処理用流体の流路を形成する。一般的に導管
部１２は、円形断面を有したある長さのパイプまたは導管によって構成され、例えば約８
インチ（約２０ｃｍ）の内径ＰＤを有する。或いは、内径ＰＤを約０．５インチ～約１２
インチ（約１．２７ｃｍ～約３０ｃｍ）の範囲とする。別の実施形態においては、楕円、
矩形、或いはその他の非円形断面形状で導管部１２が形成される。
【００１２】
　一般的に導管部１２は、ステンレス鋼、アルミニウム、銅もしくは真鍮、またはこれら
の材料の組み合わせといった、耐久性があって、機械加工が可能であり、耐食性を有した
非磁性金属で製造される。別の実施形態では、ＰＶＣ（塩化ビニル）もしくはＡＢＳ（ア
クリロニトリルブタジエンスチレン）といった耐久性を有するポリマ、または耐久性を有
したその他の熱可塑性プラスチックもしくはポリマ材により形成される。
【００１３】
　ライナ１３は、内径ＰＤに沿って導管部１２の内側を覆うように設けられ、導管部１２
と処理用流体との間に、電気的、化学的、及び機械的な防護壁を形成する。また、ライナ
１３は、導管部１２の処理用流体との電気的接触を絶縁すると共に、処理用流体内の化学
薬品または研磨剤によって生じる腐食や摩耗から導管部１２を保護する。
【００１４】
　一般的に、ライナ１３はポリウレタンまたはその他の非磁性絶縁ポリマ材からなるが、
組成は処理用流体の状態に応じて異なる。いくつかの実施形態の場合、例えば、保護用の
ライナ１３は、テフロン（Teflon：登録商標）、テフロン（Teflon：登録商標）－ＰＦＡ
もしくはテフゼル（Tefzel：登録商標）－ＰＦＡといったＰＦＡ（ペルフルオロアルコキ
シ）材、ライトン（Ryton：登録商標）ＰＰＳのようなＰＰＳ（ポリフェニレンサルファ
イド）材、またはネオプレンもしくは天然ゴムといったその他のポリマ材で構成すること
により、様々な処理用流体に対して化学的保護、電気的保護、及び耐摩耗性が得られるよ
うにしている。これらの材料及びライナ１３に適切なその他の材料は、デラウエア州ウィ
ルミントンのデュポン社（DuPont and Company）、テキサス州ウッドランドのシェブロン
フィリップスケミカル（Chevron Phillips Chemical）社、エマーソンプロセスマネージ
メント社（Emerson Process Management Company）に属するミネソタ州チャンハッセンロ
ーズマウント社（Rosemount Inc.）などの様々な販売業者から入手可能である。
【００１５】
　保護絶縁用のライナ１３は、流量計本体１１内を通過する流路の径Ｄが、Ｄ＝ＰＤ－２
Ｔで表されるような厚さＴを有している。一般的に、厚さＴはパイプ径ＰＤと共に調整さ
れるが、両者の関係は厳密には線形になっていない。例えば、８インチ（２０ｃｍ）のパ
イプの場合、絶縁用のライナ１３の典型的な厚さＴは約０．３０８インチ（約４．８ｍｍ
）である。別の実施形態において厚さＴは、約０．１インチ以下（約２．５ｍｍ）から約
０．２５インチ以上（約６．４ｍｍ）の範囲で変更される。このような厚さＴの範囲は、
０．５インチ（約１．２７ｍｍ）から１フィート（約３０ｃｍ）の間のパイプ径ＰＤに対
応したものとなっている。これに代わる実施形態では、ＰＶＣプラスチックまたはＡＢＳ
プラスチックのような耐久性のある絶縁性非磁性材料を用い、導管部１２とライナ１３と
が一体的に形成される。
【００１６】
　管継手１４は、導管部１２の一端部または両端部に形成され、処理用流体流動系統の流
体用継手を形成する。一般的に、管継手１４は導管部１２と同じ材料で形成され、機械加
工、穿孔、切削、溶接、及びその他の製造技術を組み合わせることにより導管部１２に形
成される。従って、管継手１４の具体的な構造は、多様な処理用流体の接続に適合させる
べく、実施形態毎に相違したものとなる。これらの実施形態には、ボルト装着式の貫通孔
付き連結フランジ（図１の構造）、環状部材と鍔部材との組み合わせ、ネジ山付きパイプ
の螺合、圧入、及び金属溶接または化学溶接による接合に適した様々な表面構造が含まれ
る。



(6) JP 5497759 B2 2014.5.21

10

20

30

40

50

【００１７】
　流量計ハウジング１５は、鋼、ステンレス鋼、真鍮、アルミニウム、銅、及び耐久性を
有した様々なポリマプラスチックを含む、強靱で耐久性を有し機械加工可能な材料を組み
合わせて形成されている。これらの材料により、いくつかの側壁部、終端壁部、カバープ
レート及びその他の構造体が形成され、全体として環状の絶縁保護容器が、導管部１２、
コイル１７、電極組立体３０、及び流量計本体１１内のその他の構成部品を取り囲んで形
成される。一般的に、流量計ハウジング１５も導管部１２の外部に対して圧力封止がなさ
れており、導電性流体または腐食性流体、起爆性気体及びその他の環境有害薬品の漏出を
防止するようにしている。
【００１８】
　コイル１７は、銅線またはその他の導電線からなるいくつかの巻線を備えている。コイ
ル１７は、導管部１２の径方向外方に近接配置され、励磁電流が供給されると処理用流体
の流路を横切る磁束を発生する。従って、コイル１７は処理用流体の流れを横切る磁界を
生成する磁界発生源として機能し、このときの磁界は、ライナ１３及び導管部１２を実質
的に直角に横切るように指向されている。
【００１９】
　いくつかの実施形態において、コイル１７は軟鉄製コアを備え、磁束を増加させ、或い
は磁力線を適正に形成するようにしている。別の実施形態では、流量計本体１１が軟磁性
体からなる付加的な磁束戻り部材を備えることにより、磁界の強さと均一性とを改善する
と共に、流量計ハウジング１５の外方への漏れ磁場を抑制するようにしている。
【００２０】
　一般的に、電磁式流量計１０は、導管部１２の側面で互いに対向する２つの電極組立体
３０を備えている。電極組立体３０は、導管部１２の水平面に位置しないように導管部１
２の軸線Ａ周りに位置をずらすことがある（例えば、後述するように図２を参照）。
【００２１】
　図１の実施形態において、電極組立体３０のそれぞれは、電極用作業窓１８で覆われて
おり、この電極用作業窓１８は、流量計本体１１との間で機械的封止及び圧力封止を形成
している。いくつかの実施形態では、電極組立体３０を組み付けた後、電極用作業窓１８
が溶接または別の方法で恒久的に取り付けられ、別の実施形態では、電極用作業窓１８を
取り外し可能として、メンテナンスを行うことができるようになっている。
【００２２】
　以下に詳述するように、電極組立体３０は、約３０００ｐｓｉ（２０．７ＭＰａ）から
６０００ｐｓｉ（４１．４ＭＰａ）以上の値までの範囲の高圧の処理用圧力を印加した状
態で使用するための応力耐性構造を有しており、電磁式流量計１０はＡＮＳＩ（米国規格
協会）規格の圧力クラス１５００＃または２５００＃に適合するものとなっている。いく
つかの実施形態において電極組立体３０は、特殊な処理用流体の適用のための１００００
ｐｓｉ（６８．９ＭＰａ）以上の処理用圧力において作動可能な流量計への使用にも適合
している。なお、絶対圧力（単位ｐｓｉ）とゲージ圧力（単位ｐｓｉ）とは、上述した範
囲において０．５％も相違していないため、両圧力は互換性をもって用いられることがあ
る。
【００２３】
　伝送ユニットハウジング２１は、金属もしくは耐久性を有するプラスチック、またはこ
れらの組み合わせといった材料で製造され、端子ブロック２２、電子回路／ＬＯＩユニッ
ト２３、及び伝送ユニット２０のその他の内部構成部品を取り囲む保護容器を形成する。
この保護容器は、電気的及び熱的遮蔽を行い、湿気や、腐食性薬品または起爆性薬品を含
む有害な環境条件からの遮蔽を行うと共に、処理機械、工具、落下物、及びその他の生じ
うる危険要素からの保護を行う。また、伝送ユニットハウジング２１は、伝送ユニット２
０の内部構成部品を所定位置に固定するための内部取付構造を備えている。
【００２４】
　端子ブロック２２は、耐久性を有したプラスチックまたはその他の絶縁材料からなり、
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複数の導電端子を備えている。この端子ブロック２２の接続によって、伝送ユニット２０
に電力が供給されると共に、ループ配線、コントロールバス、データバス、データケーブ
ル、或いは処理システムの通信を行う同様の手段を介して入出力（Ｉ／Ｏ）及びプロセス
制御へのアクセスが可能となる。
【００２５】
　端子カバー２４は、伝送ユニットハウジング２１との間で圧力封止を行うと共に、端子
ブロック２２における接続作業を可能とする。配線管接続部２５は、付加的な外部接続或
いは外部回路のための配線管の通路を提供する。
【００２６】
　電子回路／ＬＯＩユニット２３は、ローカルオペレータインタフェース（ＬＯＩ）、並
びに電磁式流量計１０と伝送ユニット２０とを制御するコントローラ、コイル１７を励磁
するための電流源または電圧源、電極組立体３０からの電圧信号を処理するシグナルプロ
セッサ、及び伝送ユニット２０とプロセス制御システムとの間の通信を行うためのリモー
トユーザインタフェースを含む様々な回路要素を備えているが、回路要素はこれらに限定
されるものではない。
【００２７】
　典型的な実施形態において電子回路／ＬＯＩユニット２３は、マイクロプロセッサ／コ
ントローラに加え、別個のＬＯＩ及び電流源部を備えている（図２及び下記参照）。ＬＯ
Ｉは、ユーザによる流量計の設定入力と較正情報入力とを可能とし、伝送ユニット２０の
後部に設けられる電子回路（図１には示さず）は、オペレータによるＬＯＩへのアクセス
を可能とするものであって、一般的に対話形式のディスプレイを介してこのアクセスが行
われる。
【００２８】
　電磁式流量計１０は、流量計本体１１に伝送ユニット２０が直接的に取り付けられた状
態で示されているが、図１は多様な実施形態の代表例を示すものでもある。例えば、遠隔
設置の構成の場合、ケーブル、電線もしくはパワーバス、データバス及びコントロールバ
ス、または遠隔通信のための同様の手段を介して行われる電気的データ接続を用いること
により、伝送ユニット２０を流量計本体１１から１０００フィート（約３００ｍ）離れた
位置までは設置することが可能である。
【００２９】
　その他の流量計用構成部品及び伝送ユニット用構成部品も、形状や詳細構造をある程度
変更することが可能である。例えば、図１に示す電磁式流量計１０は、具体的にはローズ
マウント社から入手可能な８７００シリーズの電磁式流量計である。これに代わる実施形
態として、ローズマウント社やその他の販売業者から入手可能な、様々な種類の市販また
は特注の電磁式流量計を、電磁式流量計１０に用いることができる。
【００３０】
　電磁式流量計１０の作動中、伝送ユニット２０はコイル１７に励磁電流を供給する。コ
イル１７は導管部１２内の処理用流体の流れを横切る磁界を生成し、この磁界により処理
用流体を横切って誘起される起電力（ＥＭＦ）を電極組立体３０が検出する。この起電力
は電極組立体３０と電子回路／ＬＯＩユニット２３との間の電気的接続を介してサンプリ
ングされ、伝送ユニット２０は、誘起されたＥＭＦに相関する流量を示す処理出力信号を
生成する。
【００３１】
　高圧の処理用圧力を受けると、電極組立体３０は位置ずれ及び変形を生じる可能性があ
り、これによって電磁式流量計１０の性能に悪影響を及ぼすおそれがある。このような悪
影響を抑制するため、電極組立体３０の内部を充填材で充填し、後述するようにして内部
の動きを抑制すると共に耐圧性を向上させている。
【００３２】
　図２は、伝送ユニット２０おける具体的な構成要素を併せて示す、電磁式流量計１０の
端面図である。電磁式流量計１０は導管部１２を有した流量計本体１１を備えており、こ
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れらはそれぞれ網掛線を用いて示されている。伝送ユニット２０の構成要素については、
物理的形状ではなく概略構成で示すことにより、流量計本体１１の様々な要素との機能的
関係を示すようにしている。
【００３３】
　流量計本体１１は、ライナ１３を有した導管部１２、流量計ハウジング１５、伝送ユニ
ット用マウント１６、コイル１７、及び電極組立体３０を備えている。流量計ハウジング
１５は、上述したように、導管部１２、ライナ１３、コイル１７、及び電極組立体３０の
周囲を取り囲む環状の容器を形成する。本実施形態では、電極組立体３０のそれぞれにカ
バー窓１８が設けられている。
【００３４】
　保護用のライナ１３は、内径に沿って導管部１２の内側を覆うように設けられ、流量計
本体１１を通過する処理用流体のための絶縁された流路を形成している。処理用流体は、
コイル１７によって生成された磁界Ｂを通過しながら、図２において紙面から外方に向け
て流れる。なお、導管部１２の端部にある管継手は図２に示していない。
【００３５】
　伝送ユニット２０は、端子ブロック（Ｔ／Ｂ）２２と、マイクロプロセッサ／コントロ
ーラ（μＰ）２６、電流源（Ｉ／Ｓ）２７及びユーザインタフェース（Ｉ／Ｆ）２８を含
む電子回路／ＬＯＩユニットとを収容した伝送ユニットハウジング２１を備える。端子ブ
ロック２２は、外部電源（図示せず）への接続を介し、マイクロプロセッサ／コントロー
ラ２６及び伝送ユニット２０におけるその他の構成部品に電力を供給する。
【００３６】
　いくつかの実施形態では、外部接続が単一のループ配線によって行われ、このループ配
線を用い、重畳デジタル信号または重畳アナログ信号でのプロセス制御用通信も行う。別
の実施形態では、伝送ユニット２０との通信が、標準的なアナログループ配線、コントロ
ールバス及びデータケーブルのいずれかの組み合わせにより、または赤外線装置、光学装
置、無線装置、もしくはその他のワイヤレス装置により行われる。
【００３７】
　このように構成される伝送ユニット、またはその他の通信手段は、ローズマウント社や
その他の販売業者から入手可能である。これらの実施形態において伝送ユニット２０は、
標準的なアナログプロトコル（４～２０ｍＡ）、ＨＡＲＴ（登録商標）のようなハイブリ
ッドアナログ・デジタルプロトコル、並びにファウンデーション（Foundation：商標）の
フィールドバス及びＰＲＯＦＩ（登録商標）バス／ＰＲＯＦＩ（登録商標）ＮＥＴのよう
なデジタル計測／制御プロトコルを含む様々なプロセス通信プロトコルも利用するが、プ
ロセス通信プロトコルはこれらに限定されるものではない。
【００３８】
　マイクロプロセッサ／コントローラ２６は、検出用電線Ｐ０，Ｐ１を介した電気的通信
により電極組立体３０と接続される（簡明化のため、図２には単一の接続のみを示してい
る）。マイクロプロセッサ／コントローラ２６は、電極信号に相関する（即ち、誘起され
たＥＭＦ、或いはファラデーの法則の電圧に相関する）流量を演算するシグナルプロセッ
サと、電流源２７を制御する電流コントローラとを備えている。
【００３９】
　電流源２７は、電流制限電源または電圧制限電源からなり、コイル駆動用電線Ｃ０及び
Ｃ１を介してコイル１７を励磁する。典型的な実施形態において、コイル１７はコイル配
線ＣＲを介してデイジーチェーン方式で、即ち直列に接続されており、それぞれのコイル
１７に同じ電流が流れ、それぞれのコイル１７が全体の磁界強度に対して実質的に均等に
寄与するようになっている。別の実施形態では、別個の複数のコイル１７に対し、電流源
２７が個々に制御した励磁電流を供給するようになっている。
【００４０】
　電流源２７が電磁式流量計１０に電力を供給すると、保護用のライナ１３の内側の処理
用流体流路を横切るようにして、コイル１７が導管部１２の内部に適度に均一な磁界Ｂを
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生成する。広い作動範囲にわたり、磁界強度（或いは磁束密度）は励磁電流にほぼ比例し
たものとなる。図２に示すように、磁界Ｂは導管部１２及びライナ１３に対して実質的に
直角に指向されるのが一般的であり、処理用流体の流動は、ほぼ直角（９０°）の交差角
度で磁界と交差する。
【００４１】
　電極組立体３０は導管部１２及びライナ１３を貫通して延設され、処理用流体と電気的
に直接接触することができるようになっている。図２に示すように、２つの電極組立体３
０は導管部１２の径方向に正対して配置され、両者の位置関係は、水平面から約３０～６
０°ほど周方向に傾斜した状態にある。これに代えて、両電極組立体３０の位置関係を約
４５°ほど周方向に傾斜した状態としてもよいし、両電極組立体３０を水平方向または垂
直方向に配置してもよい。また、窓１８は設けてもよいし設けなくてもよい。
【００４２】
　導電性の処理用流体が磁界Ｂを通過すると、電極組立体３０を通るファラデーループが
生成される。これにより、電磁式流量計１０は誘起されたＥＭＦ信号、即ちファラデーの
法則の電圧を得ることが可能となり、このＥＭＦ信号は処理用流体の流量及び磁界強度に
相関したものとなる。電極組立体３０は、このＥＭＦを検出し、検出用電線Ｐ０及びＰ１
を介してシグナルプロセッサ（マイクロプロセッサ／コントローラ２６）に伝達する。
【００４３】
　誘起されたＥＭＦ信号は、処理用流体の流速に実質的に比例しており、この流速は体積
流量に比例する。より具体的には、誘起されたＥＭＦ（Ｅ）が、平均流速（Ｖ）、平均磁
界強度Ｂ、及び流路の径Ｄに比例する。即ち、下式（１）が成立する。
　Ｅ＝ｋ・Ｂ・Ｄ・Ｖ　・・・・・　（１）
【００４４】
　上記式（１）中、ｋ（係数ｋ）はＥ、Ｂ、Ｄ及びＶが計測される装置に依存した比例定
数である。上記式（１）を変形することにより、処理流体の流速は、誘起された電位、磁
界強度及び径Ｄの関数として次のように与えられる。
　Ｖ＝Ｅ／（ｋ・Ｂ・Ｄ）　・・・・・（２）
【００４５】
　このように流速は、誘起されたＥＭＦに正比例すると共に、磁界強度及び流路径に反比
例する。そして、体積流量は（流速Ｖに流路断面積を乗じたものであるから）流速に比例
する。
【００４６】
　いくつかの実施形態において、伝送ユニット２０は、パルス化ＤＣ（直流）磁気流量計
測を行うように構成されている。このような実施形態では、マイクロプロセッサ／コント
ローラ２６が電流源２７を変化または調整することにより、信号ノイズを低減している。
パルス化ＤＣ磁気流量計測では、コイル１７と外部の電気装置との間の静電結合、浮遊電
圧及び電流ループ、処理用流体のインピーダンスに起因した位相ずれ、及び磁界、処理用
流体並びに検出信号ラインの間の電磁結合を含む直交電圧の影響のほか、処理用流体と電
極組立体３０との間の電解反応による影響を軽減することができる。
【００４７】
　図３は、電磁式流量計１０に用いる電極組立体３０の代表的な実施形態を示す概略断面
図である。この実施形態において電極組立体３０は、電極頭部３２と電極胴体部３３とを
有した電極３１、電極保持部材３４、外部接続ネジ３５、接続端子３６、並びにキャップ
（またはキャップナット）４２、絶縁スペーサ４３，４４，４５、絶縁層４６及び外側ナ
ット４７を有した電極ハウジング（または電極ホルダ）４１を備える。電極ハウジング４
１内の空間４９には充填材４８が充填されている。具体的には、電極３１、電極保持部材
３４、外部接続ネジ３５、絶縁スペーサ４３，４４，４５、電極ハウジング４１、及びキ
ャップ４２を含む電極組立体３０の様々な構成部品の間の空間４９に充填材４８が充填さ
れている。
【００４８】
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　検出用の電極３１は、低い固有抵抗を有した耐食性及び耐摩耗性の材料から製造された
電気的センサまたは導電体を備えている。この材料は、処理用流体の特性及び所望の耐用
年数に応じて変更される。例えば、いくつかの実施形態では、２６６ＳＳＴのようなステ
ンレス鋼から、またはタンタル、白金、チタン、ハステロイ（Hastelloy：登録商標）、
もしくはその他の特殊合金から電極３１が製造される。このようなタイプの電極は、ロー
ズマウント社、及びインディアナ州ココモのヘインズインターナショナル（Haynes Inter
national）社を含むその他の販売業者から入手することが可能である。
【００４９】
　電極頭部３２は、ライナ１３の内側において処理用流体と接触するように配設され、導
管部１２を横切るように磁界が生成されたときに誘起されるＥＭＦを検出する位置に配置
されている。電極胴体部３３は、ライナ１３及び導管部１２を径方向に貫通し、電極頭部
３２から電極ハウジング４１の内側端部（第１端部）へ向けて径方向に延設されている。
【００５０】
　電極保持部材３４は、径方向における電極胴体部３３の外側端部、及び径方向における
外部接続ネジ３５の内側端部の周囲に同軸状に設けられ、電極ハウジング４１内に電極３
１を保持している。典型的な実施形態において電極保持部材３４は、電極３１と外部接続
ネジ３５との電気的接続、または電極３１への外部接続がなされるよう、導電材料で形成
されている。これにより、例えば環状端子、即ち接続端子３６を介し、電極３１によって
検出されたＥＭＦを電極組立体３０からマイクロプロセッサまたはその他の処理装置に伝
達することが可能となる。これに代えて、電極保持部材３４を絶縁材料により形成し、例
えば電極胴体部３３と接続ネジ３５との間に中心軸線ＣＬに沿って配設される導電部材な
どの他の手段により電気的接続を形成するようにしてもよい。
【００５１】
　電極ハウジング４１は、電極頭部３２と電極ハウジング４１の第１端部（径方向内側端
部）との間にライナ１３の一部を位置させた状態で、径方向における電極胴体部３３の外
側部分の周囲に同軸状に配設されている。いくつかの実施形態において、電極ハウジング
４１は、図３に示すように部分的に導管部１２内に挿入または埋め込まれており、導管部
１２から径方向に電極組立体３０の中心軸線ＣＬに沿って延設されている。
【００５２】
　この実施形態において、導管部１２の一部も、電極頭部３２と電極ハウジング４１の第
１端部との間に位置している。別の実施形態では、電極ハウジング４１の第１端部が導管
部１２を貫通して延設され、ライナ１３に接触するようにして、電極ハウジング４１が完
全に挿入されている。また、更に別の実施形態では、電極ハウジング４１が挿入されてお
らず、導管部１２の外周から径方向外方に延設されている。
【００５３】
　キャップ４２は、電極３１と向かい合うように、径方向外方、即ち電極ハウジング４１
の第２端部側に設けられており、電極保持部材３４と協働して、電極頭部３２、電極胴体
部３３及び接続ネジ３５を電極組立体３０の所定の位置に保持する。例えば、一実施形態
においてキャップ４２は、電極ハウジング４１の外周面に螺合して電極頭部３２、電極胴
体部３３及び接続ネジ３５を保持する高圧用ナットからなる。また、別の実施形態では、
キャップ４２が電極ハウジング４１に螺合するネジまたはその他のネジ式締結部品からな
る。更に別の実施形態においてキャップ４２は、クリップ、カラー、ブッシング、または
ネジ山、溶接、ロウ付けなどの方法により電極ハウジング４１に固定されるその他の保持
機構を備えるか、或いはキャップ４２が電極ハウジング４１と一体的に形成される。
【００５４】
　内側のスペーサ４３及び４４は、電極ハウジング４１と電極胴体部３３との間、並びに
電極ハウジング４１及びキャップ４２と接続ネジ３５との間に配設される電気絶縁スペー
サ部材からなる。外側のスペーサ４５は、キャップ４２と接続ネジ３５との間、及びキャ
ップ４２と接続端子３６との間に配設される電気絶縁スペーサ部材からなる。
【００５５】
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　絶縁層４６は、電極ハウジング４１と電極保持部材３４との間の電気的絶縁を行う収縮
チューブなどの部材からなる。いくつかの実施形態において絶縁層４６は、電極ハウジン
グ４１と、スペーサ４３及び４４のいずれかまたは両方との間にも延設されている。更に
別の実施形態では、外側ナット４７のような保持用または絶縁用スペーサ部材が、電極３
１、電極保持部材３４または接続ネジ３５を、スペーサ４３，４４，４５及び電極組立体
３０におけるその他の構成要素に対して所定位置に保持するために用いられる。なお、外
側ナット４７は、電極ハウジング４１に直接組み付けられるのではなく、接続端子３６、
外側のスペーサ４５及びキャップ４２のような別部材により電極ハウジング４１から離間
している。
【００５６】
　絶縁用のスペーサ４３，４４，４５は、硬質ポリマのような硬質の耐変形性を有した絶
縁材料により形成される。一実施形態においてスペーサ４３は、シェブロンフィリップス
ケミカル社から入手可能な、ライトン（登録商標）やその他のポリフェニレンサルファイ
ド（ＰＰＳ）材で形成される。
【００５７】
　スペーサ４３，４４，４５は、絶縁機能に加え、キャップ４２及び電極保持部材３１と
協働し、電極３１及び接続ネジ３５を電極組立体３０及び電極ハウジング４１に対して所
定位置に保持する。具体的には、導管部１２及びライナ１３内の処理用流体から電極頭部
３２が処理用流体圧力を受けたとき、スペーサ４３及び４４が電極３１を所定位置に保持
する。
【００５８】
　図３に示すように、絶縁用のスペーサ４３，４４及び４５は、ネジ山付きまたはネジ山
なしのカラー、ブッシング、スリーブ、ワッシャ、またはその他の一般的な環状構造体と
して形成され、電極３１及び接続ネジ３５の周囲に同軸状に配置されている。別の実施形
態においてスペーサ４３，４４及び４５は、電極ハウジング４１、キャップ４２または電
極組立体３０のその他の構成部品から、電極３１を絶縁するため、または電極頭部３２、
電極胴体部３３及び接続ネジ３５を離間させるために用いられる絶縁部材またはスペーサ
部材からなる。
【００５９】
　電極３１が処理用流体の圧力を受けると、それによって生じる力が、電極頭部３２及び
電極胴体部３３を、電極ハウジング４１に対して径方向に、中心軸線ＣＬに沿って移動さ
せようとする。このような移動により、スペーサ４３及び４４といった内部部品がキャッ
プ４２及び電極ハウジング４１に押し付けられ、圧縮応力及びゆがみが生じる。
【００６０】
　このような現象を抑制するため、電極組立体３０は、電極ハウジング４１内に個々の構
成部品が密集して設けられるような密集剛体構造を有している。しかしながら、いくつか
の箇所においては、例えば製造誤差や、導管部１２及びライナ１３の厚みに対する電極３
１の長さのばらつきなどの特定部品における寸法のばらつきを吸収するため、空間の変化
や隙間の発生が避けられないものとなる。具体的には、図３に示すように、このような隙
間或いは空間４９が電極ハウジング４１内の電極３１とキャップ４２との間に位置するこ
とがある。
【００６１】
　隙間及び空間４９が小さいとはいえ、これにより電極３１の移動範囲が拡大することに
なる。この結果、電極ハウジング４１内の圧縮応力が増大し、絶縁用のスペーサ４３及び
４４などの構成部品にゆがみが生じる。例えば約３０００ｐｓｉ（約２０．７ＭＰａ）を
超える高圧の処理用圧力では、圧縮応力及びゆがみが増大する傾向にある。条件によって
は、これにより破断、亀裂、漏洩、及びその他の障害が電極組立体３０に生じるおそれが
ある。
【００６２】
　このような問題に対処するため、電極組立体３０の電極ハウジング４１内には充填材４
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設される。充填材４８は、空間４９に充填された後、高い圧縮応力を受けた場合でも変形
やゆがみを生じにくい硬質材料となる。これにより、電極ハウジング４１内の所定位置に
電極３１を保持するための付加的な支持がキャップ４２に与えられる。また、充填材４８
は、電極頭部３２を有した電極３１から、電極保持部材３４、電極ハウジング４１及びキ
ャップ４２のいずれか１つ以上の部材に圧縮応力を伝達し、絶縁用のスペーサ４３及び４
４のようなより損傷しやすい構成部品における応力やゆがみを低減する。また、充填材４
８は、電極ハウジング４１及び電極組立体３０の内側に生じうる空間４９にも充填され、
コールドフロー、塑性拡張、及び応力による内部部品の変形を抑制している。
【００６３】
　充填材４８は、ＲＴＶ（室温加硫硬化性）シリコーンゴム及びその他のシリコーンゴム
系材料のような比較的柔軟性を有する充填材とは異なると共に、高い処理用圧力において
塑性変形または弾性変形に対してあまり耐性を有していないゴム系またはポリマ系製品と
は異なる硬質充填材からなる。一実施形態において充填材４８は、例えば硬化剤または反
応促進剤と混合して用いるポリエポキシドまたはその他の熱硬化性エポキシドポリマのよ
うに、硬化剤と混合されることにより空間４９に充填された後に硬質材となる液体エポキ
シまたは軟質エポキシからなる。これに代えて、充填材４８は、熱硬化性ポリマ樹脂や熱
可塑性プラスチックのように、空間４９内に配設された後に、液状または軟質状の形態か
ら硬質の応力耐性を有した形態へ変質するような別の硬質充填材からなるようにしてもよ
い。
【００６４】
　一般的には、電極３１、並びに電極保持部材３４、接続ネジ３５及び絶縁用のスペーサ
４３，４４といった内部部品を挿入する前に、まず電極ハウジング４１に充填材４８を充
填する。隙間や空間を十分に減少させることが不可能な従来の構成とは異なり、このよう
な手法により、空洞を残すことなく充填材４８で完全に隙間を満たすことが可能となる。
これに代えて、電極ハウジング４１内に挿入する前に、個々の構成部品に充填材４８を塗
布してもよいし、電極組立体３０の各構成部品を電極ハウジング４１内に挿入する際に、
個々の隙間や空間４９を充填材４８で満たすようにしてもよい。
【００６５】
　このように、充填材４８は電極ハウジング４１に対する電極３１の変位を抑制または低
減し、電極組立体３０に生じる圧縮応力及びゆがみを抑制して、圧力に起因した個々の構
成部品の変形や破損を抑制する。即ち、充填材４８は、３０００ｐｓｉ（２０．７ＭＰａ
）を超え、少なくとも３１７０ｐｓｉ（２１．８５ＭＰａ）に達する処理用圧力のもとで
の応力に起因した変形に耐性を有し、電極組立体３０はＡＮＳＩ規格の圧力クラス１５０
０＃の磁気流量計への使用に適合すると共に、水及び炭化水素の一方または両方からなる
処理用流体、並びに砂及び酸またはアルカリ薬品のような研磨剤または腐食性薬品への使
用に適合している。
【００６６】
　更なる実施形態において充填材４８は、６０００ｐｓｉ（４１．４ＭＰａ）を超え、少
なくとも６１０７ｐｓｉ（４２．１ＭＰａ）に達する処理用圧力のもとでの応力に起因し
た変形に耐性を有し、電極組立体３０は圧力クラス２５００＃の磁気流量計への使用に適
合している。また更に別の実施形態において充填材４８は、１００００ｐｓｉ（６８．９
ＭＰａ）を超える処理用圧力のもとでの応力に起因した変形に耐性を有し、電極組立体３
０は炭化水素の強制抽出や水圧破砕を含む特殊用途に適合している。
【００６７】
　好ましい実施形態に基づき本発明を説明したが、使用した用語は説明のためのものであ
って限定を目的とするものではない。当業者であれば、本発明の意図及び範囲から逸脱す
ることなく形状及び詳細構造について変更が可能であると認識しうるであろう。
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